
NPO法人情報公開クリアリングハウス 
情報公開法の制度運用のあり方に関する検討会資料 040526 

17 / 17 

［参考［参考［参考［参考 8］審査請求が審査庁で長期にわたって処理されなかった事案］審査請求が審査庁で長期にわたって処理されなかった事案］審査請求が審査庁で長期にわたって処理されなかった事案］審査請求が審査庁で長期にわたって処理されなかった事案 
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［参考［参考［参考［参考 9］総合文書管理システムと情報公開制度］総合文書管理システムと情報公開制度］総合文書管理システムと情報公開制度］総合文書管理システムと情報公開制度 

 
総合的な文書管理システムの整備について 

 
平成 12年 3月 29日  

各省庁事務連絡会議了承 
行政情報システム各省庁連絡会議幹事会了承 

 
 「行政情報化推進基本計画の改定について」（平成９年１２月２０日閣議決定）において

は、行政の情報化により、「紙」による情報の管理からネットワークを駆使した電子化され

た情報の管理に移行することを目標としており、日々作成・入手される文書について、情

報通信技術の活用により、文書のライフサイクルを通じて、電子的管理を組織的、総合的

に行うことが重要である。 
 このため、その方策として、「総合的な文書管理システム」を整備し、事務・事業の簡素

化・効率化及び行政運営の高度化を推進する必要がある。 
 また、「行政機関の保有する情報の公開に関する法律」（平成１１年法律第 ４２号。以下
「情報公開法」という。）の適切かつ円滑な運用に資するため、各省庁が保有する膨大な文

書を適正に管理する必要があり、そのためには、電子化による総合的な管理が不可欠とな

っている。 
 以上を踏まえて、下記の「総合的な文書管理システムの整備の考え方」に基づき、総合

的な文書管理システムの整備を行うものとする。 
 

記 

１ 基本的な考え方 

(1) 総合的な文書管理システムの意義 

行政機関が作成・取得した文書を情報通信技術を活用し、組織的に適正に管理するため

「総合的な文書管理システム」を整備する。 
 ここでいう「総合的」とは、（ア）文書のライフサイクル（作成・取得、流通、保存、施

行、廃棄）を通じた管理、（イ）紙文書だけでなく電子文書等を含む管理、（ウ）文書管理

に関連するシステム間で整合性のとれた管理の意味を含むものである。 
 
(2) 総合的な文書管理システムの基本要件 
総合的な文書管理システムの基本要件は以下のとおりとする。 

 
ア 総合的な文書管理システムは、情報公開法第２条第２項にいう行政文書を管理の対象

とする。 
イ このため、書庫等で管理されている紙文書や磁気ディスク等で管理されている電子文

書等、あるいは「情報公開法施行令」（平成１２年政令第４１号）第１３条第２項第１号
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に規定する行政文書ファイルを体系的に整理し、次に掲げる情報を基に総合的に管理す

るものとする。 
（ア） 電子文書については電子文書本体及び書誌的情報 
（イ） 電子文書以外についてはその書誌的情報 
（ウ）行政文書ファイルについては（ア）（イ）の書誌的情報を基にした情報 
ウ 本省庁のみならず地方支分部局等においても整備するものとし、各省庁の業務の実態

等に応じて、省庁内全体の文書の管理を行う集中管理と部局単位等で文書の管理を行う

分散管理を適宜選択する。ただし、分散管理においても、省庁全体の総合的な文書管理

が行えるよう措置するものとする。 
エ 電子文書については、記録媒体の劣化や記録フォーマットの陳腐化に備えて、記録媒

体の更新及び新しいフォーマットへの移行を行い、長期の利用・保存を担保するととも

に、改変履歴の記録等により、文書の改ざん等の有無が検証できるよう保存・管理する

ものとする。 
オ 権限外のアクセスに対する制御、システム障害への対処等セキュリティ対策を行うも

のとする。 
カ 省庁間等で流通する電子公文書については、「電子公文書の文書型定義（ＤＴＤ）の統

一的な仕様」（平成１０年３月３１日各省庁事務連絡会議了承、行政情報システム各省庁

連絡会議幹事会了承）に定める標準ＤＴＤを活用するものとする。 
 

(3) 総合的な文書管理システムの構成  

ア 総合的な文書管理システムの中核である「省庁総合文書管理システム」は、「行政文書

の管理方策に関するガイドラインについて」（平成１２年２月２５日各省庁事務連絡会議

申合せ。以下「ガイドライン」という。）等に基づき整備する行政文書ファイル管理簿等

を電子的に管理する「省庁内行政文書ファイル管理システム」と「文書の総合的な保存・

管理機能」とで構成するものとする。 
イ この省庁総合文書管理システムは、行政文書を取り扱う「内部事務処理システム」及

び「個別業務処理システム」の文書管理情報を、一体的に取り扱うことが可能となるよ

うシステム的連携を図ることとする。また、省庁間電子文書交換システムの省庁内機能

と連携するとともに、それぞれのシステム間についても必要に応じて連携を図るものと

する。  
 

(4) 行政文書ファイル管理簿の提供機能 

ア ガイドラインに基づき、各省庁が国民一般に提供する行政文書ファイル管理簿は、イ

ンターネットを通じて国民一般が検索できる「省庁別行政文書ファイル管理システム」

として、省庁内行政文書ファイル管理システムと連携を図り整備する。 
イ また、国民一般の利便性の向上を図るため、総務庁において、各省庁の行政文書ファ

イル管理簿を横断的に検索することが可能な「総合行政文書ファイル管理システム」を

整備する。 
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２ システムの仕様等 

(1) 各省庁が国民一般に提供する省庁別行政文書ファイル管理システム及び総務庁が整備
する総合行政文書ファイル管理システムについては、その連携仕様等について政府全体

の整合性を確保する必要があることから、文書管理規則等研究会・共通システム専門部

会において別途策定する統一的仕様に基づき整備する。 
(2) 省庁間電子文書交換システムの省庁内機能のうち、送受信システム、省庁内文書交換
システム、省庁内認証システム、省庁内宛名管理システムについては、「省庁間電子文

書交換システムの詳細仕様について」（平成１１年４月２日文書管理規則等研究会了承、

共通システム専門部会了承）に基づき整備する。 
(3) 総合的な文書管理システムを構成するその他の省庁内システムについては、前記(1)、

(2)のシステムとのインターフェースにも留意しつつ、各省庁の文書管理の実態に即した
任意の仕様で整備する。 

 
 

 

 
以上、総務省ホームページより転載 
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〈三重県総合文書管理システムと情報公開請求〉 

三重県ホームページ資料「総合文書管理システムの概要」より転載 
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［参考［参考［参考［参考 10］インカメラ審理が裁判所において行われた事例］インカメラ審理が裁判所において行われた事例］インカメラ審理が裁判所において行われた事例］インカメラ審理が裁判所において行われた事例 

 

 




